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建物を譲り受けた建物賃貸人が、賃借人に
対し、契約更新時に支払うべき更新料が未払
いであり、また、賃料が増額されたにもかか
わらず従前の賃料しか支払われていないとし
て、これらの支払いを求めるとともに、契約
更新時に償却された保証金の補填がなされて
いないとして、その償却済の保証金相当額の
預託を求めた事案において、その請求が全て
棄却された事例（東京地裁 平成30年１月30
日判決 ウエストロー・ジャパン）

1 　事案の概要

平成18年７月、建物所有者Ａと賃借人Ｙ（被
告：個人）は、概要以下の内容で事業用建物
賃貸借契約（以下「本契約」という）を締結
した。①期間：平成18年７月８日から平成20
年７月７日まで。②月額賃料：202,776円（税
込）。③保証金：1,931,200円、④保証金の償却：
契約更新時ごとに20％。なお、保証金が償却
された場合は、償却時から10日以内に償却分
を補填しなければならない。⑤更新料：賃貸
人と賃借人は、協議のうえ本契約を更新する
ことができ、本契約が更新される場合には、
賃借人は賃貸人に対し、新賃料の１か月分の
更新料を支払う。⑥賃料改定：租税負担の増
減等により賃料が不相当になった場合、契約
期間中であっても協議の上、賃料を改定でき
る。⑦賃借人要望のトイレ等の改修工事終了
の翌月以降は、賃料を10％増額し、保証金は
1,911,888円に変更する。⑧連帯保証人：連帯
保証人たるＢは、Ｙと連帯して、合意更新・

法定更新にかかわらず本契約が存続する限
り、本契約から生じるＹの一切の債務を負担
する。
平成20年７月に本契約は法定更新された。
平成27年４月、Ａは本件建物をＸ（原告：

法人）に譲渡し、本契約の賃貸人の地位を引
継ぐとともに、保証金全額を承継した。Ａは、
譲渡翌日にＹに対して、Ｘへの賃貸人変更の
連絡と併せて、保証金の補填と未払更新料・
増額分賃料の支払いを求める通知書を送付し
たが、Ｙはこれに応じなかった。
同年７月、ＸはＹに対して、本契約の条件

変更（賃料増額等）と更改を求め、同年９月
には保証金の補填（191万円余）と未払更新
料・増額分賃料（計280万円余）の支払いを
求めたものの合意には至らなかった。
これを受けて同年10月に、ＸはＹに対して、

未払更新料・増額分賃料の支払いと保証金の
補填を求めて提訴した。

2 　判決の要旨

裁判所は、次のとおり判示し、Ｘの請求を
全て棄却した。
（差額賃料と更新料の請求について）
⑴　既発生の未払賃料及び更新料の請求権
は、賃貸人たる地位の移転に伴い当然に新賃
貸人に移転するものではなく、別途、債権譲
渡の合意が必要である。しかし、差額賃料や
更新料の請求権がＡからＸに譲渡されたとは
認められず、かえって、本件建物の譲渡直後
にＹに送付した通知書には、Ａが差額賃料を

⑻－未払賃料等と賃貸人の地位移転－最近の判例から

建物を譲り受けた建物賃貸人による未払更新料および差額賃
料の支払い、償却済保証金の補填等の請求が棄却された事例

（東京地判 平30・1・30 ウエストロー・ジャパン）　葉山 隆
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受領する権利を留保する旨の記載すらある。
したがって、差額賃料及び更新料について
ＡがＸに譲渡したとは認められず、その請求
権が発生したか否かを検討するまでもなく、
Ｘの主張は理由がないことになる。
⑵　請求権の発生自体も以下の通り認められ
ない。
①　契約書には賃料増額の根拠も記載されて
いるが、その時期の特定はなく、いわゆる自
働増額特約のような内容の明確性を備えてい
ない。仮に、Ｘが主張するように改修工事が
完了していたとしても、賃貸人と賃借人の協
議なしに増額できる趣旨とは解しがたいとこ
ろ、かかる協議がなされたとは認められない
し、ＡがＹに対し増額された賃料を請求した
形跡も、Ｙがこれを支払った形跡もない。
②　更新料については、「協議の上、本契約
を更新することができる。」とあり、さらに
「本契約が更新される場合には、更新料を支
払わなければならない。」とあるように、こ
こでいう更新料は、合意更新を前提とすると
解するのが相当である。本契約では、連帯保
証の定めにおいても合意更新と法定更新の区
別は意識されていたにもかかわらず、上記の
ような書きぶりしかしていないのであるか
ら、賃貸人としても「更新」に漫然と法定更
新を含める趣旨であったとは解しがたい。実
質的にも、更新料は、合意更新された期間内
は賃貸借契約を存続させることができるとい
う利益の対価の趣旨を含むところ、法定更新
の場合にかかる対価を支払う理由はない。そ
して、平成20年７月の法定更新後は、本契約
は期間の定めのない賃貸借契約となったから
（借地借家法26条１項）、そもそも更新を観念
できず、更新料発生の余地はない。
よって、差額賃料及び更新料にかかるＸの
主位的請求に理由はない。
（償却された保証金の預託について）

建物賃貸借契約において、建物の所有権移
転に伴い賃貸人たる地位に承継があった場合
には、旧賃貸人に差入れられた敷金は、未払
賃料債務があればこれに当然充当され、残額
についてその権利義務関係が新賃貸人に承継
されると解される（最一判 昭44・7・17 民集
23-8-1610）。本契約における保証金も、敷金
同様に本契約から生じる債務の担保として預
託されるものであるから、ＡからＹに承継さ
れたものといえ、このことはＡも認めている。
しかし、Ａが、Ｙに対し、保証金償却分に

ついて補填を求めたとは窺えず、本件建物を
Ｘに譲渡した後も、預託された保証金をその
ままＸに承継した旨を述べており、仮に償却
分の補填義務があるとしても、Ｘにその権利
は承継されていないというべきである。

3 　まとめ

本事例は、賃貸ビルの買主が賃借人に対し
て、増額分賃料・未払更新料の支払いと保証
金の補填を求めたものの、買主に対して債権
譲渡がなされたとはいえず、そもそも賃借人
がそれらの債務負っているとも認められない
として、請求が棄却された事例である。
①賃料等の延滞がある賃貸物件の売買にお

いては、延滞賃料の取扱いについて売買契約
書等で明確にさせるとともに、債権を譲渡す
るのであれば、賃借人にその通知を行うこと、
②賃貸借の契約においては、更新料や保証金
償却の定めについて、当事者間で解釈に違い
が生じないような契約書の内容とすること、
が重要であると言えよう。
なお、更新料不払いによる賃貸人からの契

約解除が認められた事例として、東京地裁 
平29・9・28（RETIO110-122）があることから、
併せて参考にされたい。

（調査研究部調査役）
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借主が雨漏り対応の不備などを理由に、賃
料を支払わず、また根拠を示すことなく損害
賠償を請求してきたことから、貸主が賃貸借
契約を解除したとして建物明渡及び未払賃料
等の支払いを求めた事案において、借主の賃
料不払等の行為により、賃貸借契約の基礎と
なる信頼関係は破壊されていたとして、貸主
の建物明渡し及び未払賃料等の請求を認めた
事例。（東京地裁 平成30年１月25日判決 ウ
エストロー・ジャパン 控訴 控訴棄却）

1 　事案の概要

平成26年８月、貸主Ｘ（原告・個人）は、
Ａに管理を依頼している本件建物について、
借主Ｙ（被告・弁護士）との間で、居住を目
的として、賃料月額13万5000円、契約期間を
２年とする本件賃貸借契約を締結し建物を引
き渡した。
平成26年10月、本件建物の２階階段入口部

分で雨漏りが発生した。Ａは調査を行ったが、
修理等は担当者の失念により行われなかった。
平成27年９月、本件建物の２階リビングダ

イニングにおいて雨漏りが発生した。Ａは対
応を行い、工事日程まで決まっていたが、Ｙ
の都合によりキャンセルとなり、その後連絡
に応じず、Ａは修繕等を行えなかった。
平成28年４月、ＹはＡに対し、Ｘの債務不

履行等を理由に本件賃貸借契約を解除すると
した。また、本件建物が１か月程度で雨漏り
が発生する欠陥建物であったことを理由に本
件賃貸借契約の錯誤無効を主張するとともに

400万円の損害賠償を請求した。
Ｙが平成28年５月分以降賃料を支払わなか

ったことから、同年７月Ｘは、５日以内に未
払賃料を支払わなければ本件賃貸借契約を解
除するとＹに通知した。しかし、その後も賃
料が支払われなかったことから、ＸはＹに対
し、本件建物の明渡及び未払賃料等を求める
本件訴訟を提起した。
Ｙは、本件賃貸借契約の締結に当たり、Ａ

より、「本件建物の周辺で大規模工事の予定
はない、隣家との間で駐車に関するトラブル
や留意点はない、本件建物で以前雨漏りがあ
った事実を告げなかった」など、事実と異な
ることを告げられた、このことによるＹの誤
信は本件賃貸借契約の要素の錯誤に当たるか
ら同契約は無効である、Ｘの債務不履行によ
りＹに400万円を下らない損害賠償請求権及
び不当利得返還請求権が発生している、Ｘの
建物明渡請求に対して、同時履行の抗弁権及
び留置権を行使する、などと主張した。

2 　判決の要旨

裁判所は次のように判示し、Ｘの建物明渡
請求及び未払賃料請求の一部を認容した。な
お、Ｙは控訴したが、控訴審もＹの主張を棄
却した。
⑴　Ｙの錯誤無効の主張について
本件建物が前面道路等を挟んで川に面して

おり河川工事が行われていたが、騒音、振動
の測定値等の客観的資料は存在せず、近隣住
民から苦情が出されていたなどとの事情を認

最近の判例から ⑼－雨漏りと賃料不払－

雨漏りを理由とした借主の賃料不払等の行為により、賃貸
借契約の基礎となる信頼関係は破壊されていたとした事例

（東京地判 平30・1・25 ウエストロー・ジャパン）　小野田 一雄
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めるに足りる証拠もなく、その騒音、振動が
受忍限度を超えるようなものであったとは認
められない。また、隣人との間で自動車の駐
車方法等に関して、正当な態様で敷地内に駐
車しているにも関わらず苦情を申し入れら
れ、駐車場の使用が事実上できない状態であ
れば、隣人に対して抗議し、またはＡに対応
を依頼するなどが考えられるが、そのような
行動がとられていないことからすれば、Ｙが
主張するトラブルがあったとは考え難い。本
件建物は築後約17年が経過した木造建物であ
ったことからすれば、雨漏りを修繕したこと
があるとの事情は、一般的な経年変化により
不具合が発生し、これが補修されたとの評価
の域を出るものではなく、そのような履歴の
存在自体が瑕疵に当たるとは認められない。
以上により、Ａの誤った説明によりＹに錯
誤があったとする主張には理由がない。
⑵　Ｘの債務不履行の有無について
平成26年度の雨漏りにより使用収益が不可
能になった範囲を特定するに足りる証拠は見
当たらない。
平成27年度の雨漏りは、浸水被害が生じて
おり、債務の一部不履行が認められるが、Ｙ
は修繕工事等の日程調整に途中から応じなく
なっていたことから、Ｘに帰責性はない。
⑶　雨漏りによる賃料減額の可否について
平成27年雨漏りについて、写真等の各証拠
や事情を総合すれば、平成27年の雨漏り後に
おける浸水被害により減額される賃料は約定
賃料の10％と認められる。したがって、平成
27年９月から平成28年４月まで10万8000円、
Ｙの過払いが生じている。
⑷　Ｘの請求について
賃料の不払状況に加え、Ｙは本件建物の修
繕に関するＡの連絡に応じなくなっていた時
期があったこと、具体的根拠を示すこともな
く400万円の損害賠償を請求するなどしてい

たなどの事情も考慮すれば，本件賃貸借契約
の基礎となる信頼関係は破壊されていたもの
というべきである。
以上により、ＸのＹに対する本件賃貸借契

約終了に基づく本件建物明渡請求には理由が
あり、また、ＸのＹに対する未払賃料の請求
については、平成28年５月及び６月分は13万
5000円（12万1500円×２－10万8000円）、同
年７月以降は12万1500円の限度で認容すべき
ことになる。

3 　まとめ

本件は、借主が契約前の説明の不備、入居
後の雨漏りの修繕義務を怠ったことなどを理
由に、賃料を払わず住み続け、さらには、積
算根拠のない損害賠償請求をしたが、これら
の事情から、信頼関係が破壊され、貸主の建
物の明渡及び明渡済までの賃料等の請求が認
められた事例である。
本件同様に、建物の不具合等を理由とする

借主の賃料未払いが、信頼関係の破壊にあた
るとされた事例として、実際の床面積が契約
面積より狭いことを理由とする一方的な賃料
の減額支払い（東京地判 平27・11・2 RETIO108 
-142）、騒音・振動被害を理由とする賃料の一
部不払い（東京地判 平26・9・2　RETIO98-132）、
エアコン不具合を理由とする賃料未払い（東
京地判 平26・8・5 RETIO98-134）、震災によ
る浸水事故の損害を家賃と相殺したと主張
（東京地判 平24・12・21 RETIO94-94）、ネズ
ミの出没を理由とする一方的な賃料の減額支
払い（東京地判 平21・1・28　RETIO79-116）、
があるので参考にされたい。

（調査研究部上席主任調整役）
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借主が、貸室内の配管補修工事への協力を
行わないことについて、借主に信頼関係の破
壊があるとして、賃貸借契約解除が認められ
た事例（東京地裁 平成30年４月５日判決 認
容 ウエストロー・ジャパン）

1  事案の概要

　平成25年８月、賃貸人Ｘ（原告）と、賃
借人Ｙ（被告）は、７階建てのビルの１階部
分（本件建物）につき、賃貸借契約（本件賃
貸借契約）を締結し、Ｙは、本件建物を事務
所として使用していた。なお、本件建物の天
井部分には、上階の貸室の排水管がむき出し
で配置されており、また、本件賃貸借契約に
は、本件建物の天井部分の配管点検、修理を
行う場合は、借主は無条件にて協力（室内の
立ち入り及び工事の協力等）するという特約
（本件特約）が付されていた。
平成28年８月頃から10月頃にかけて、Ｘや

Ｘが依頼した工事業者がＹのもとを複数回訪
れ、本件建物の天井部分に存する排水管の入
替工事（本件工事）への協力を依頼したが、
Ｙは承諾しなかった。
Ｘは、内容証明郵便により、Ｙに対し、本

件工事を行うために本件建物への立ち入りが
可能な日程の連絡を依頼し、同郵便到達後５
日以内に連絡がない場合には、本件賃貸借契
約を解除するとの意思表示（本件解除１）を
したが、Ｙはこれに対する回答をしなかった
ため、Ｘは、本件建物の明け渡し等を求めて
訴訟を提起した。

訴訟開始後にＹが最終的に本件工事に求め
る条件は、①本件工事は土日に行う、②本件
工事にＸ代表者が立ち会う、③本件工事によ
ってＹに損害が生じた場合にＸが責任を負う
旨を書面で明確にする、④Ｙ代表者が本件工
事に立ち会うことの日当として３万円を支払
う、⑤Ｙの従業員が備品類や書類等を移動さ
せることの日当として20万円を支払う、であ
った。これに対するＸの回答は、①本件工事
は土日に行う、②Ｘ代表者の立会いは行わな
いが、事故が起きた場合には不動産業者が対
応できるようにする、③本件工事の責任をＸ
が負うことを明確にする内容の和解について
は検討可能、④、⑤の日当を支払うことはで
きないというものであった。
Ｘは、Ｙに対し、本件訴訟の第３回口頭弁

論期日において、本件賃貸借契約を解除する
との意思表示をした（本件解除２）。

2 　判決の要旨

裁判所は、次のように判示して、本件解除
２の効力を認めた。
⑴　本件解除１の可否について
本件工事は借主が賃借使用している建物で

工事を行うのであり、借主において相応の負
担を伴うものである以上、本件特約において、
借主は無条件に排水管の工事に協力する旨が
定められているとしても、借主が貸主に対し
て社会通念上相当な範囲で工事の内容や条件
につき協議を求めることが直ちに否定される
べきものとは解されない。

最近の判例から ⑽－賃借人の協力義務－

借主が貸室内の補修工事への協力を行わないことについて、借主に
信頼関係の破壊があるとして、賃貸借契約解除が認められた事例

（東京地判 平30・4・5  ウエストロー・ジャパン）　亀田 昌彦
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Ｙは、本件工事によって事故が発生した場
合の責任の所在を明確にすることや、Ｙの代
表者が立会いを行うことへの費用補償を求め
ていたものであり、過去の排水管の工事の際
に本件建物が汚れたことや、事故が起きた場
合にはデータが消失して営業に支障が生じる
おそれがあることなどを踏まえると、これら
の要求は必ずしも不合理と評価できるもので
はない。
また、仮にこのようなＹの対応をもって本
件工事を拒絶したと評価するとしても、上記
経緯からすれば、いまだＸとＹの間で協議の
余地は残されているというべきであり、その
信頼関係は破壊されるに至っていないと認め
るのが相当である。
よって、本件解除１の効力を認めることは
できない。
⑵　本件解除２の可否について
証拠及び弁論の全趣旨によれば、Ｙが最終
的に本件工事に求める条件は、①Ｙの営業日
外である土日に行う、②本件工事にＸ代表者
が立ち会う、③本件工事によってＹに損害が
生じた場合にＸが責任を負う旨を書面で明確
にする、④Ｙ代表者が本件工事に立ち会うこ
との日当として３万円（１日１万5000円×２
日）を支払う、⑤Ｙの従業員が机やパソコン
といった備品類や床に置いてある書類等を移
動させることの日当として20万円（１日10万
円×２日）を支払う、であると認められる。
また、これに対するＸの回答は、①本件工事
は土日に行う、②Ｘ代表者が本件工事に立ち
会う必要はないため立会いは行わないが、事
故が起きた場合には不動産業者が対応できる
ようにしておく、③本件工事の責任をＸが負
うことを明確にする内容の和解について検討
可能である、④、⑤日当を支払うことはでき
ないというものであることが認められる。
そうすると、③、④及び⑤の点が問題とな

るところ、③につき、Ｘ代表者が本件工事に
立ち会わなければならない理由はないし、④、
⑤につき、Ｙ代表者は、工事業者がこれらを
動かすことは許さず、従業員に指示して行う
必要があるため上記日当を要求する旨明言し
ているが、脚立を置くために必要な範囲で床
に置かれた書類等を一時的に動かすことによ
って、Ｙに金銭補償を要するほどの損害や負
担が生じるとは考え難く、もはや合理的な範
囲を超えた要求であると言わざるを得ない。
したがって、Ｙは、本件工事への協力を拒

み、本件特約１に違反したと評価すべきであ
り、ＸとＹの間の信頼関係は破壊されたとい
うべきである。
よって、本件解除２は有効であり、本件賃

貸借契約は、同解除によって、終了したとい
うべきである。

3 　まとめ

不動産の賃貸借契約は、高い信頼関係が必
要な継続的契約であるので、その信頼関係を
壊したといえるような債務不履行があった場
合に限り、契約を解除できる（信頼関係破壊
の法理）が、本判決は、借主が貸室内の配管
補修工事への協力を行わなかったことについ
て、借主に信頼関係が破壊されたと判断され
たものである。
類似判例としては、マンション漏水事故で

借主が室内調査を正当な理由なく拒絶したこ
とで貸主の契約解除が認められた事例（東京
地判平26.10.20、RETIO100-140）があるので、
参考にされたい。

（調査研究部調査役）
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マンション一室の借主が、居室の床フロー
リングの損傷について、貸主が賃貸借契約の
特約条項に定めた補修義務を履行しなかった
ため、居室の使用が妨げられ、転居を余儀な
くされたとして、損害賠償を請求した事案に
おいて、借主の使用収益が妨げられたことに
よる損害を月１万円程度認めた他は全て棄却
した事例（東京地裁 平成29年５月22日判決 
一部認容 ウエストロー・ジャパン）

1 　事案の概要

平成25年２月、居住用の賃貸物件を探して
いたＸ（原告・借主）は、媒介・管理業者の
営業担当者Ａの立合いのもと、Ｙ（被告・貸
主）所有の本件マンションの一室を内見し
た。その際、本件居室のリビング・ダイニン
グのフローリングの角の一部（30cm四方）
に前賃借人が残した本件損傷（フローリング
の黒ずみ。）があり、Ａはその旨を説明した。
同年２月中に、Ｘは本件居室への入居を申

し込み、次の条件で賃貸借契約を締結した。
①賃料月額39万円余（共益費込みで42万円）
②駐車場代月額６万円
③賃貸期間２年間
また、Ｘは次の費用等を支払い、本件居室

の引き渡しを受け、家族とともに居住を開始
した。
①敷金79万円余
②礼金39万円余

③仲介手数料42万円余
なお、賃貸借契約の締結に際して、Ａから

Ｘへ、本件損傷の補修工事が未了であるとの
説明があり、「入居後にリビング床の補修を
行う」旨、契約書の特約条項に明記された。
Ｘは、補修工事の未了を知らされ、契約締結
を迷ったが、前賃借物件の退去期日が迫って
いたため、契約を締結した。
媒介・管理業者の管理業務の担当者Ｂは、

平成25年４月に本件損傷の補修を工事会社に
依頼のうえ、見積書を取得した。Ｂは、補修
工事の日程調整を行うため、６月以降、Ｘに
電話連絡を繰り返し行ったが、Ｘの応答はな
く、折り返しの連絡もなかった。
Ｘは、平成26年５月、本件居室の賃貸借契

約の解約を申し入れたうえ、本件損傷の補修
工事が行われなかったと主張して、６月末に
本件居室を退去した。
平成27年７月、ＸはＹに対して、「本件損
傷を補修すべき義務を負っていたにも関わら
ず、この義務を履行しなかった」として、債
務不履行に基づき、①本件居室の効用が阻害
されたことによる損害（退去までの支払い済
み賃料（17ヵ月分）の３割相当額）、②転居
を余儀なくされたことにより生じた損害（礼
金、仲介手数料、転居費用）、③精神的苦痛
に対する慰謝料の合計355万円余の損害賠償
金の支払い等を求めて提訴した。　

最近の判例から ⑾－貸主の補修義務と履行遅滞－

特約の補修義務違反を理由とする借主の損害賠償請
求につき、使用が妨げられた賃料相当額のみを認め、
他を棄却した事例

（東京地判 平29・5・22 ウエストロー・ジャパン）　山本 正雄
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2 　判決の要旨

裁判所は、次のとおり判示し、Ｘの請求の
うち、居室の効用を阻害されたことによる損
害の一部のみを認容し、他は棄却した。
（補修義務の履行期について）
Ｘは、本件補修義務は、賃貸借契約締結以
前の内見時にＸの入居前までを期限として発
生したと主張するが、契約関係に至っていな
いＸとＹの間で入居開始までに本件損傷部分
を補修することが明確に合意されていたこと
には疑問がある。また、賃貸借契約の特約条
項も、契約締結後、速やかに補修工事を行う
ことを念頭に置いていたと理解すれば、補修
義務の履行期については、契約締結後、補修
工事に必要な相当期間内に履行する旨の不確
定期限が定められていたと認めるのが妥当で
ある。
（履行遅滞の存否について）
Ｙは、本件補修義務の履行のためには、Ｘ
による履行期日の指定が必要であり、債務の
履行についてＸの行為を要するところ、履行
に必要な相当期間内に弁済の提供を遂げてい
るから、履行遅滞の責めを負わないと主張す
る。しかしながら、Ｙは、繰り返しの電話連
絡以外には、Ｘに対する連絡手段を講じてお
らず、直接本件居室を訪問し、あるいは文書
を送付して折り返しの連絡を求めるといった
方法まで取っていない。それであれば、Ｙは、
本件補修義務履行のために、Ｘに対し弁済の
準備をしたことを通知し、その受領を催告し
たとは認められない。よって、Ｙは、本件補
修義務の履行遅滞の責めを免れないというべ
きである。
（不履行による損害額について）
Ｘは、本件損傷によって、本件居住におけ
る生活上、様々な支障が生じ、退去を余儀な
くされたとして、本件補修義務の不履行によ

り、損害賠償金等の支払いを求めている。
認定した本件損傷の態様からすると、前賃

借人が観葉植物を置き、その水が漏れたこと
による損傷と考えても矛盾しない。そうする
と、本件損傷により、本件居室の美観が損な
われ、そのことに伴う不都合があったという
程度の指摘はできても、それ以上の生活上の
支障が生じていたとは認められない。
ただし、本件損傷部分が居室の美観を損ね

ることは確かであり、損傷部分が目に見えな
いように、家具等の配置を工夫しなければな
らないなどの支障はあったと考えられる。
この使用収益を妨げられたことによる損害

としては、支払い済み賃料のうち月１万円程
度にとどまるというべきである。

3 　まとめ

本判決では、貸主から借主への補修工事実
施の電話連絡について、借主の応答がない状
況で、貸主からの訪問や書面連絡が行われて
いなかったため、貸主の履行が認められず、
履行遅滞による損害が認められた。
本判決を踏まえると、貸主としては、借主

に繰り返し電話連絡しても応答がない状況で
あれば、補修工事実施の連絡について借主が
知ることが可能となるよう、速やかに他の連
絡手段を検討し、入居物件への直接訪問や連
絡書面の送付を行うことが必要であることに
なろう。
また、実務的には、借主への連絡日時、内

容、借主の反応等を確実に業務記録に残して
おけば、トラブル発生の際にも効果的な反論
が可能となろう。
なお、本事案では、入居申込み時、または、

契約締結時に予定される工事の内容及び完了
時期について、貸主から借主へ説明を行い、
借主の意向を確認することの重要性も示唆し
ている。 （調査研究部調査役）
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貸主が鍵の交換請求に応じなかったことが
修繕義務違反にあたるなどと主張して、借主
が損害賠償を求めた事案において、鍵を交換
することは望ましいといえるものの、貸主の
修繕義務として鍵の交換を求められるもので
はないとして、その請求が棄却された事例（東
京地裁 平成29年３月23日判決 棄却 ウエスト
ロー・ジャパン）

1 　事案の概要

平成25年４月、賃借人Ｘ（原告）は、賃貸
人Ｙ（被告）が所有する建物（本件建物）を、
下記約定により賃貸借契約（本件賃貸借契約）
を締結した。
・賃料：月額５万2000円
・期間：２年間
・特約：毎月末日限り翌月分の賃料を支払う
Ｙは、本件建物を引渡すに当たり、本件建

物の玄関ドアの鍵については交換を行わず、
旧借主が使用していた鍵をＸに交付した。
その後、ＸはＹに、Ｙの費用負担で鍵を交

換するよう求めたが、Ｙがこれに応じなかっ
たため、以下のように主張し、Ｙの修繕義務
（民法606条１項）の債務不履行として、損害
賠償金88万円の支払を求めて訴訟を提起し
た。
①　Ｙが本件建物の玄関ドアの鍵を本件鍵か
ら交換しなかったことから、Ｙに対し、その
交換を求めたものの、Ｙはこれを行わなかった。
②　平成27年２月及び同年４月には、何者か
により本件建物の玄関ドアが開錠されて侵入

され、同年４月のときには盗難被害も生じる
という事態（本件住居侵入等事件）が起きた
ことから、Ｘは、Ｙに対して改めて本件鍵の
交換を求めてきたが、同被告はその後も本件
鍵の交換を行わない。
③　Ｙは、これまで本件鍵を交換せずに本件
建物を不特定の者に使用させてきており、そ
の中で合鍵が作製され、不特定の者により本
件建物の玄関ドアが開錠可能な状態になった
といえるから、本件鍵が防犯上の用をなさな
いことは明らかである。
これに対し、Ｙは、以下のように反論した。

①　本件賃貸借契約の締結当初の段階で、本
件鍵に物理的な損傷はなく、Ｙがこれまで本
件建物を不特定の者に使用させてきたという
事実もないから、Ｙが、民法606条１項の義
務として本件鍵の交換義務を負うことはない。
②　Ｘは、本件住居侵入等事件の発生を根拠
に本件鍵の交換義務が生じた旨主張するが、
かかる事実を認めるべき証拠はないから、同
主張はその前提を欠いたものであり、失当で
ある。
③　よって、本件賃貸借契約上、Ｙに本件鍵
の交換義務はないから、Ｙがその債務不履行
責任を負うこともあり得ない。

2 　判決の要旨

裁判所は、次のように判示し、Ｘの請求を
棄却した。
⑴　Ｘは、本件賃貸借契約締結の当初から、
Ｙに対し、本件鍵の交換を求めたにもかかわ

最近の判例から ⑿－鍵の交換義務－

借主からの鍵の交換請求について、貸主に交換義務
はないとされた事例

（東京地判 平29・3・23 ウエストロー・ジャパン）　亀田 昌彦
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らず、その交換を行わないことが民法606条
１項所定の修繕義務に違反する旨主張する。
しかし、本件鍵に物理的な損傷はなく、本
件建物の玄関ドアを施錠する上で特段支障が
ないことは当事者間に争いがない。そうする
と、Ｘが本件建物をその賃借目的に適うよう
に使用するに当たって特段支障があるものと
はいい難い。
これに対し、Ｘは、Ｙが過去に本件建物を
不特定の者に賃貸し、その間に本件鍵の合鍵
が作られた可能性があるから、本件鍵は防犯
上の用をなしておらず、その修繕として交換
が必要である旨主張する。しかし、証拠によ
れば、Ｘに先立って本件建物を使用していた
のは旧借主とその家族だけであるから、Ｙが
本件建物を不特定の者に賃貸したとはいえ
ず、Ｘがいう合鍵作製の点も抽象的な可能性
を示すに過ぎない。
以上を踏まえると、賃借人の交代に当たり、
旧賃借人が使用した鍵を交換することは好ま
しいこととはいえるものの、それが賃貸人の
負うべき義務に当たるとは直ちにはいえず、
本件鍵を用いていた者が前記のとおり限られ
た範囲にとどまっていることや、本件鍵自体
には損傷がないことに加え、本件賃貸借契約
の締結に当たり家賃が従前に比べて引き下げ
られていることなどから、Ｙが、民法606条
１項の修繕義務として、自ら費用負担をして
本件鍵を交換することが求められるものとは
いえない。なお、Ｘは、「原状回復をめぐる
トラブルとガイドライン」の記載に言及する
が、同記載は本件と問題状況を異にしており、
前記認定を左右するものではない。
⑵　次に、Ｘは、本件住居侵入等事件が生じ
たことから、遅くともこの時点では、Ｙは本
件鍵の交換を行う義務を負っており、その懈
怠は債務不履行に当たる旨主張する。
しかし、本件住居侵入等事件につき、腕時

計の盗難被害が生じたことを裏付ける客観的
証拠は存在せず、本件住居侵入等事件の発生
時期についてもＸの供述に一貫性がない。さ
らに、盗難被害の発覚後直ちに本件建物の所
在地を所管する警察署への通報等を行った事
実がないというのも不自然であり理解し難い。
以上によれば、本件住居侵入等事件が生じ

た旨述べるＸの供述は信用することができ
ず、他にこれを認めるに足る証拠はない。
⑶　以上の検討によれば、本件において、Ｙ
が、本件賃貸借契約に係る修繕義務として、
本件鍵の交換をすべき義務を負っていたもの
とはいえず、同義務の不履行があったとする
Ｘの主張は採用できない。

3 　まとめ

事実関係を検討した結果、賃貸人に鍵交換
の義務まではなかったとの本件判示は、賃貸
管理の実務上、参考になるものと思われる。
国土交通省の「原状回復をめぐるトラブル

とガイドライン」では、鍵の取り換えについ
ては、「入居者の入れ替わりによる物件管理
上の問題であり、賃貸人の負担とすることが
妥当と考えられる。」とされているが、判決
では「本件と問題を異にしている」として、
Ｘの主張は退けられている。
実務上は、費用負担や交換時期などを賃貸

人と賃借人で合意した上で、鍵を交換するこ
とが望ましいといえよう。

（調査研究部調査役）
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店舗の借主が、原状回復義務の履行に代え
て同義務の履行に代わる金員を支払ったとこ
ろ、貸主が原状回復工事を実施せずに第三者
に賃貸したことは、原状回復工事実施義務違
反であると主張して、支払った金員の返還を
求めたが棄却された事例（東京地裁 平成29
年12月８日判決 棄却 ウエストロー・ジャパ
ン）

1 　事案の概要

借主Ｘ（飲食業）は、平成21年１月、訴外
Ａ（入居当時の貸主）との間で、契約期間を
６年とする定期建物賃貸借契約を締結し、商
業ビルの一室（以下、本件建物という）を借
り受けた。
本件契約では、賃貸借契約終了時の原状回

復に関して以下の要旨が定められていた。
①　Ｘは、本件賃貸借契約終了に際し、Ｘが
実施した設備、機器、間仕切り建具、物品
等をＸの負担で撤去し、原状回復の上明け
渡す。

②　原状回復に要する工事は、Ａ又はＡの指
定する者がこれを行い、その費用はＸが負
担する。

③　本件賃貸借契約終了時に本件建物内に残
置物がある場合は、Ａは、Ⅹがその所有権
を放棄したものとしてこれを任意に撤去、
処分することができ、Ｘはこれを予め承諾
する。

④　本件建物の原状は、貸渡日の現況にかか
わらず、建物竣工時の設備・仕様（いわゆ

るスケルトン状態）とし、前賃借人設備等
については、Ｘが実施したものとしてその
原状回復義務を負う。

⑤　Ｘは、本件建物の明渡しに際し、事由・
名目の如何にかかわらず、Ｘが新設・付加
した造作等の買取その他一切の請求をする
ことができない。
平成24年12月、Ｙは本件ビルをＡより買受

け、賃貸人の地位を承継した。
ＸとＹは、契約期間の満了を迎えて再契約

の折り合いがつかず、ＹがＸに提示した原状
回復費用の見積書に基づき協議を行った結
果、平成27年１月に「ＸとＹは、本件賃貸借
契約の原状回復に係る定めにかかわらず、Ｘ
がＹに702万円（消費税等を含む。）を支払う
ことにより、Ｘの原状回復義務の履行に代え
ることを合意する。」との退店確認書を締結
した。
Ｘは、本件退店確認書に基づき、Ｙに対し

て上記702万円を支払い、平成27年１月20日
までに本件建物を明け渡した。同年４月、Ｙ
はＸが使用していた厨房・内装設備等につい
て原状回復工事を実施しないままの状態で、
本件建物をＢに貸し渡した。
Ｘは、Ｙが同原状回復工事を実施していな

い以上、Ｘがその対価として支払った上記金
員は不当利得に当たるなどと主張して、債務
不履行による損害賠償請求又は不当利得返還
請求として、ＸがＹに支払った上記原状回復
義務相当額の支払を求めて提訴した。

最近の判例から ⒀－原状回復費用の返還請求－

原状回復工事を実施せずに第三者に賃貸したことが貸主
の不当利得にあたるとした借主の訴えが棄却された事例

（東京地判 平29・12・8  ウエストロー・ジャパン）　西崎 哲太郎
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2 　判決の要旨

裁判所は、次のとおり判示し、Ｘの請求を
棄却した。
（Ｙの債務不履行責任の有無）
本件退店確認書上記載されているのは、Ｘ
がＹに702万円を支払うことにより、Ｘの原
状回復義務の履行に代えることを合意する旨
にとどまるのであり、Ｘの主張は理由がない。
（Ｙの不当利得の成否）
Ｘは、本件退店確認合意において原状回復
義務の履行に代えて、Ｙに対し702万円を支
払う旨を約し、同合意に基づいてこれを支払
ったものであり、同額の支払いが法的原因を
有することは明らかである。Ｘは、ＢがＹと
の間で本件原状回復義務と同様の原状回復義
務を負担しているとすれば、Ｙは本件原状回
復費用相当額を不当に利得することになる旨
主張するが、仮にＢとの間でそのような合意
がされていたとしても、少なくともＹとの間
において上記702万円の支払いが法的原因を
失うものではない。
（信義則上の開示義務違反による損害賠償責
任の有無）
Ｘは、契約当事者間の信義則に基づき、Ｙ
には、本件賃貸借契約上の付随義務として、
本件退店確認合意の締結に当たり、①居抜き
形式での賃貸を予定した後継賃借人が定まっ
ている場合にはその旨、②居抜き形式での後
継賃借人の募集等を行っている場合にはその
旨をそれぞれＸに開示すべき義務がある旨主
張する。しかし、Ｘはもともと本件賃貸借契
約上原状回復義務を負っており、同義務の履
行に代えて、同義務の履行に相当する金員と
して702万円の支払いを約したのであるから、
仮にＸ主張の前記①又は同②のような事実が
あるとしても、これらの事実によって上記の
客観的相当額が左右されることにはならない。

また、本件賃貸借契約上、Ｘが設置した造
作等及び明渡しの際に残置した物件について
は、同契約終了時点においてＸはその所有権
を放棄し、すべてＹに帰属するものとされ、
Ｙにおいて自由に処分可能であること、及び
Ｘには造作買取請求権等は認められないこと
が明確に定められている。本件退店確認合意
も当然にこれを前提とすることになるから、
本件建物明渡後に本件建物に残置される厨
房・内装設備等があれば、Ｙがその所有権を
取得し、これをいかに処分または利用しても
よい建前で締結されるものと言わざるを得な
い。
したがって、Ｘに対しＹが信義則に基づく

開示義務を負うと解すべき理由もない。

3 　まとめ

原状回復義務は、「当事者の一方がその解
除権を行使したときは、各当事者は、その相
手方を原状に復させる義務を負う（現行民法
545条１項）」ことによるものであり、その義
務の履行に代えて金員を支払う合意に基づき
当該金員を支払うことにより、法律上の債権
債務関係は完結する。したがって、特段の合
意がない限り、実際に貸主が原状回復工事を
行う法的義務はない。
同様の裁判例として、「建物の借主が、建

物の退去に際し原状回復費用を支払ったが、
貸主がその工事を行わず建物を第三者に売却
したことから、支払った原状回復費用の返還
を求めた事案において、当該用費用の合意は
貸主の工事実施の有無に関わりなく合意され
たものであるなどとして棄却された事例」（東
京地裁平成29年11月30日判決 ウエストロー・
ジャパン）があるので参考にされたい。

（調査研究部主任調整役）


